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市内での新生活を応援します

定住促進住宅建築費等助成金
市内において住宅を新築する人、中古住宅を購入し改修する人に対して助成金を交付し、本市への定住を
促進しています。平成24年度からは、未成年の子を養育していない40歳以下の人も対象とし、さらなる定
住促進を図ります。また、中古住宅改修の助成金については、賃貸等による場合も対象とし、空き家の有
効活用を図ります。

定住促進住宅新築助成金△

対象者要件
市内に住宅を新築しようとする人で、次のいずれかに該当する人
(1)本市に定住の意思をもって移住しようとする人
(2)本市に住民登録を有し未成年の子を養育する人
(3)本市に住民登録を有し助成金の交付申請日において満４０歳以下の人
（ただし、市税等を完納していること）

△

補助対象事業及び助成額等� 注）事業着手前の申請が必要となります

助成区分 補助対象事業 補　助　率 交付限度額

用地取得 住宅用地を新たに取得し、取得
後３年以内に新築する場合

用地取得費用の
１０分の１以内 60万円

住宅新築

５年以上暮らす住宅の新築につ
いて、市内に事業所を有する建
築業者が施工する場合で、助成
金交付決定の年度から翌年度以
内に工事が完成する場合

新築費用の
１０分の１以内

3世代住宅を新築し3世代世帯で居住
する場合　100万円

未成年者を養育する場合　75万円

その他　50万円

定住促進空き家改修助成金△

対象者要件
・５年以上賃貸　または無償で使用させる空き家を所有する人（３親等内の賃貸等を除く）
・５年以上暮らす空き家を購入もしくは賃貸または無償で使用する人（３親等内の売買・賃貸等を除く）で 
　あって、次のいずれかに該当する人
(1)本市に定住の意思をもって移住しようとする人　または移住後６カ月を経過しない人
(2)本市に住民登録を有し未成年の子を養育する人
(3)本市に住民登録を有し助成金の交付申請日において満４０歳以下の人
（ただし、市税等を完納していること）

△

補助対象事業及び助成額等� 注）事業着手前の申請が必要となります

補　助　対　象　事　業 補　助　率 交付限度額

(1)市内の建築業者（個人事業主を含む）が対象工事
の施工業者であること。

改修工事費用の３分の１以内 ５０万円

(2)空き家の購入または賃貸等の契約成立後、６カ月
以内に発注する工事であること。

(3)空き家の居住の用に供する部分(店舗、倉庫等の用
途に係るものを除く。) に関し、機能回復のための修
繕工事および設備改善のための改修工事であること。

(4)対象工事に要する経費が３０万円以上であること。

(5)補助金の交付決定を受けた年度内に工事を完了し
実績報告書の提出ができること。
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市の人口推移
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■問い合わせ　定住対策室　☎�０２８２

　

平
成
22
年
の
国
勢
調
査
で
、
５

年
間
で
人
口
が
３
８
３
６
人
減
少

し
た
高
梁
市
。
し
か
し
な
が
ら
、

総
務
省
の
２
０
１
１
年
人
口
移
動

報
告
で
、
新
市
に
な
っ
て
か
ら
初

め
て
の
転
入
超
過
と
な
り
ま
し
た
。

　

平
成
16
年
10
月
の
合
併
か
ら
平

成
22
年
ま
で
、
毎
年
約
２
７
０
人

の
転
出
超
過
が
あ
り
、
人
口
の
社

会
減
が
続
い
て
い
ま
し
た
が
、
平

成
23
年
中
の
高
梁
市
へ
の
転
入
者

総
数
は
１
０
２
４
人
、
他
市
町
村

へ
の
転
出
者
総
数
は
９
８
０
人

で
、44
人
の
増
加
と
な
り
ま
し
た
。

　

転
入
者
に
つ
い
て
は
、
福
島
県

か
ら
62
人
、
宮
城
県
か
ら
17
人
の

計
79
人
、
さ
ら
に
関
東
地
方
か
ら

も
68
人
の
転
入
が
あ
り
ま
し
た
。

市外への転出者が市内への転入者を上回る転出超過による人口の社会減が続いていましたが、平成23年は、
転入者が転出者を44人上回る転入超過になりました。転入超過による人口の社会増は、新市になってからは、
初めてのことです。

人口が社会増に
新高梁市になってから初めて

　

東
北
や
関
東
地
方
か
ら
の
転
入

者
が
多
い
の
は
東
日
本
震
災
が
影

響
し
て
い
る
こ
と
は
明
ら
か
で
、

西
日
本
へ
の
移
住
希
望
が
増
え
て

い
る
と
考
え
ら
れ
ま
す
。
震
災

後
、
災
害
が
少
な
い
西
日
本
に
目

が
向
け
ら
れ
始
め
て
い
ま
す
。
全

国
に
「
住
み
や
す
い
ま
ち
高
梁
」

を
発
信
し
て
い
く
、
絶
好
の
機
会

と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

転
出
者
が
減
少
し
た
背
景
に

は
、
市
内
私
立
学
校
へ
の
入
学
の

促
進
と
本
市
の
若
者
の
定
住
、
活

性
化
を
目
的
と
し
た
、
高
梁
市
私

立
学
校
入
学
奨
励
金
制
度
も
あ
る

と
見
ら
れ
、
市
内
に
住
所
を
置
く

学
生
数
が
22
年
度
に
比
べ
、
23
年

度
は
85
人
増
え
て
い
ま
す
。

　

そ
の
他
、
平
成
21
年
度
か
ら
始

ま
っ
た
、
若
年
層
を
対
象
に
し
た

定
住
促
進
住
宅
建
築
費
等
助
成
金

制
度
の
利
用
も
毎
年
、
増
加
傾
向

に
あ
り
、市
内
へ
の
住
居
の
新
築
が

増
加
し
た
こ
と
が
挙
げ
ら
れ
ま
す
。

　

さ
ら
に
、
市
内
企
業
が
新
規
採

用
者
数
を
増
加
さ
せ
た
こ
と
も
転

出
数
が
減
少
し
た
要
因
の
一
つ
と

考
え
ら
れ
ま
す
。

　

年
齢
別
の
人
口
動
態
か
ら
は
、

20
～
30
代
前
半
の
転
出
者
が
大
幅

に
減
少
し
、
そ
の
子
ど
も
で
あ
る

０
～
９
歳
層
も
同
様
の
傾
向
に
あ

る
こ
と
か
ら
、
子
育
て
支
援
施
策

の
効
果
が
表
れ
て
い
る
と
思
わ
れ

ま
す
。

　

高
梁
市
の
人
口
は
、
合
併
以

来
、
毎
年
約
６
０
０
人
ず
つ
減
り

続
け
、
平
成
23
年
３
月
31
日
現
在

で
、
３
万
３
９
７
１
人
と
な
っ
て

い
ま
す
（
住
民
基
本
台
帳
）。
市

内
の
出
生
数
は
、
毎
年
２
０
０
人

前
後
で
推
移
し
て
い
ま
す
が
、
死

亡
数
が
５
５
０
人
前
後
と
死
亡
数

が
出
生
数
を
約
３
５
０
人
上
回
っ

て
い
ま
す
。

　

子
ど
も
医
療
費
支
給
事
業
や
不

妊
症
・
不
育
症
対
策
支
援
事
業
な

ど
、
安
心
し
て
子
ど
も
を
産
み
、

育
て
る
こ
と
が
で
き
る
環
境
を
整

え
、
出
生
数
の
増
加
を
目
指
し
て

い
き
ま
す
。

安
心
し
て
子
ど
も
を

産
み
育
て
る
環
境
づ
く
り

平成16年～21年県統計調査課、22年～23年総務省


